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原発回帰への分水嶺特
集

　

１　

は
じ
め
に

　
「
ウ
ク
ラ
イ
ナ
危
機
を
受
け
、脱
炭
素
に
加
え
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障

の
強
化
が
命
題
と
な
る
中
、
世
界
各
国
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
見
直
し
が

余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
」「
フ
ラ
ン
ス
、イ
ギ
リ
ス
は
原
発
の
新
増
設
を
表

明
し
て
お
り
、
原
発
の
段
階
的
廃
止
を
法
制
化
し
た
ド
イ
ツ
で
も
、
稼
働

の
期
限
付
き
延
長
が
示
さ
れ
た
」「
日
本
政
府
も
福
島
事
故
以
来
タ
ブ
ー
と

さ
れ
て
き
た
原
発
の
建
て
替
え
・
新
増
設
の
容
認
を
表
明
し
、
新
た
に
Ｇ

Ｘ（
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）実
現
に
向
け
た
基
本
方
針

（
以
下
、Ｇ
Ｘ
基
本
方
針
）を
二
〇
二
三
年
二
月
二
〇
日
に
閣
議
決
定
し
た
」。

　

上
記
は
事
実
と
し
て
正
し
い
。
し
か
し
、
そ
こ
か
ら
「
世
界
で
原
発
回

帰
が
起
き
て
い
る
」「
脱
炭
素
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
強
化
を
両
立
さ

せ
る
の
に
原
発
は
不
可
欠
」「
日
本
の
Ｇ
Ｘ
基
本
方
針
は
世
界
の
潮
流
に
沿

っ
て
い
る
」
と
い
う
よ
う
な
結
論
を
導
く
の
は
間
違
っ
て
い
る
。
な
ぜ
な

ら
、
ま
ず
フ
ラ
ン
ス
、
イ
ギ
リ
ス
の
両
政
府
は
ウ
ク
ラ
イ
ナ
危
機
以
前
か

ら
原
発
の
新
増
設
を
表
明
し
て
お
り
、
か
つ
そ
れ
が
計
画
通
り
に
実
現
す

る
可
能
性
は
小
さ
い
か
ら
だ
。
ま
た
、
他
の
西
側
民
主
主
義
国
家
に
お
い

て
大
型
炉
が
新
設
さ
れ
る
可
能
性
も
小
さ
い（
小
型
炉
も
小
さ
い
）。
ド
イ

ツ
も
戦
争
と
い
う
非
常
事
態
が
原
因
で
二
〇
二
三
年
四
月
ま
で
原
発
稼
働

を
延
長
し
た
だ
け
で
あ
り
、
二
〇
二
三
年
四
月
一
五
日
に
は
完
全
に
脱
原

発
を
実
現
し
た
。

　

逆
に
、
世
界
で
は
多
く
の
国
が
、
ま
さ
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
た

め
に
、
再
エ
ネ
や
省
エ
ネ
の
導
入
目
標
を
引
き
上
げ
る
な
ど
エ
ネ
ル
ギ
ー

転
換
を
急
速
に
進
め
て
い
る
。
そ
こ
に
原
発
と
い
う
選
択
肢
は
な
い
、
あ

る
い
は
あ
っ
て
も
優
先
順
位
は
極
め
て
低
い
。
な
ぜ
な
ら
、
原
発
は
コ
ス

ト
も
リ
ス
ク
も
極
め
て
大
き
い
か
ら
で
あ
り
、
脱
炭
素
と
い
う
意
味
で
も
、

原
発
回
帰
へ
の
分
水
嶺

エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
を
ど
う
乗
り
越
え
る
か

日
本
政
府
が
進
め
よ
う
と
し
て
い
る
Ｇ
Ｘ
︵
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
︶
と
は
、

原
発
や
化
石
燃
料
に
依
存
す
る
既
存
の
電
力
シ
ス
テ
ム
を
、
巨
額
な
公
的
資
金
を
投
じ
て
温
存
さ
せ
る

い
わ
ば
﹁
逆
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
﹂
で
し
か
な
い
。

原
発
vs
再
エ
ネ
の
コ
ス
ト
比
較
に
関
す
る
国
際
動
向
や
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
が
も
た
ら
す
経
済
効
果
に
着
目
し
つ
つ

持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
転
換
へ
の
道
筋
を
考
察
す
る
。

東
北
大
学
東
北
ア
ジ
ア
研
究
セ
ン
タ
ー
・

同
大
学
院
環
境
科
学
研
究
科
教
授

明
日
香
壽
川

あ
す
か
・
じ
ゅ
せ
ん

東
北
大
学
東
北
ア
ジ
ア
研
究
セ
ン
タ
ー
・
同
大
学
院
環
境
科
学
研
究
科
教
授
。
主
な
著
書
・
論
文
に
、『
グ

リ
ー
ン
・
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
―
―
世
界
を
動
か
す
ガ
バ
ニ
ン
グ
・
ア
ジ
ェ
ン
ダ
』（
岩
波
新
書
、
二
〇

二
一
年
）。
他
に
『
脱
「
原
発
・
温
暖
化
」
の
経
済
学
』（
中
央
経
済
社
、
二
〇
一
八
年
、
共
著
）、『
地

球
温
暖
化
：
ほ
ぼ
す
べ
て
の
質
問
に
答
え
ま
す
！
』（
岩
波
ブ
ッ
ク
レ
ッ
ト
、
二
〇
〇
九
年
）
な
ど
。

発
電
と
い
う
意
味
で
も
、
経
済
合
理
性
が
小
さ
い
か
ら
だ
。

　

し
か
し
、
今
の
日
本
政
府
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
温
暖
化
政
策
は
、
こ
の
よ

う
な
世
界
の
潮
流
か
ら
完
全
に
か
け
離
れ
て
い
る
。
脱
炭
素
や
エ
ネ
ル
ギ

ー
安
定
供
給
を
名
目
に
、
火
事
場
泥
棒
的
に
「
原
発
回
帰
」
に
舵
を
切
ろ

う
と
し
て
お
り
、
再
エ
ネ
や
省
エ
ネ
の
導
入
に
は
消
極
的
だ
。
そ
の
背
景

に
あ
る
の
は
、
経
済
合
理
性
で
は
な
く
、
端
的
に
言
え
ば
、
旧
態
依
然
の

電
力
シ
ス
テ
ム
を
維
持
す
る
こ
と
で
、
政
治
的
な
支
持
基
盤
に
迎
合
す
る

た
め
で
あ
る
。
ま
た
、
原
発
が
持
つ
核
兵
器
転
用
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
の
維
持

を
重
視
す
る
政
策
決
定
者
も
一
定
以
上
存
在
す
る
。

　

以
下
で
は
、
原
発
お
よ
び
再
エ
ネ
の
発
電
コ
ス
ト
や
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
削
減
コ
ス
ト
に
関
す
る
最
新
状
況
を
説
明
し
な
が
ら
、
ま
ず
、
原
発
が
、

い
か
に
経
済
的
に
も
、ま
た
脱
炭
素
と
い
う
意
味
で
も
不
合
理
で
あ
り
、日

本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
温
暖
化
政
策
が
ガ
ラ
パ
ゴ
ス
化
し
て
い
る
か
に
つ
い

て
明
ら
か
に
す
る
。
次
に
、
再
エ
ネ
と
省
エ
ネ
を
よ
り
中
心
と
す
る
エ
ネ

ル
ギ
ー
転
換
が
も
た
ら
す
経
済
効
果
な
ど
に
つ
い
て
具
体
的
に
述
べ
る
。

　

２　

原
発
新
設
と
再
エ
ネ
新
設
の
コ
ス
ト
比
較

　

さ
ま
ざ
ま
な
発
電
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
の
建
設
お
よ
び
運
転
に
関
わ
る
発

電
コ
ス
ト
は
、建
設
費
、運
転
維
持
費
、廃
炉
費
な
ど
事
業
に
関
わ
る
全
て

の
費
用
を
発
電
量
で
割
っ
た
均
等
化
発
電
コ
ス
ト
（
Ｌ
Ｃ
Ｏ
Ｅ
）
で
比
較

す
る
の
が
一
般
的
で
あ
る
。
こ
の
均
等
化
発
電
コ
ス
ト
で
見
た
場
合
、
過

去
一
〇
年
で
、
例
え
ば
太
陽
光
は
約
一
〇
分
の
一
、
風
力
は
約
三
分
の
一

に
低
下
し
た
。
蓄
電
池
の
価
格
も
、
約
三
分
の
一
に
な
っ
た
。

　

一
方
、
過
去
一
〇
年
で
原
発
の
発
電
コ
ス
ト
は
二
倍
以
上
に
上
昇
し
て

い
る
。
現
在
、
化
石
燃
料
の
価
格
も
高
く
な
っ
て
お
り
、
世
界
の
ほ
と
ん

ど
の
地
域
で
再
エ
ネ
が
最
も
安
い
発
電
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
と
な
っ
て
い
る
。

表●新設の場合の原発と再エネの発電コスト比較
機関・組織名 原発と再エネのコスト比

米エネルギー情報局（USEIA） 2 倍
Lazard 3 ～ 8 倍
Bloomberg 5 ～ 13 倍
注： 米 エ ネ ル ギ ー 情 報 局（US Energy Information 
Agency: USEIA）は米国の政府機関であり、毎年発電コスト
比較を発表している。Lazard は米国の民間の投資会社でほぼ
毎年発電コスト比較を発表している。Bloomberg は米国の
民間のエネルギー関連情報提供会社であり、世界の 24,000
以上のプロジェクトの実際のコストを追跡調査している。
出典：Lovins（2021）

と
く
に
、
原
発
と
再
エ
ネ
の
価
格
差

は
拡
大
す
る
一
方
だ
。

　

表
は
、
世
界
に
お
い
て
発
電
エ
ネ

ル
ギ
ー
技
術
に
投
資
す
る
際
に
参
照

さ
れ
る
主
な
政
府
機
関
、
投
資
会
社
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
情
報
提
供
会
社
な

ど
に
よ
る
原
発
と
再
エ
ネ
の
新
設
の

場
合
の
発
電
コ
ス
ト
（
Ｌ
Ｃ
Ｏ
Ｅ
）

の
比
率
を
示
し
て
い
る
。

　

一
方
、
日
本
政
府
や
大
手
電
力
会

社
は
、「
原
発
再
稼
働
す
れ
ば
電
気

代
は
下
が
る
（
上
が
ら
な
い
）」
と

主
張
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
西
村
経

産
大
臣
は
二
〇
二
三
年
二
月
二
日
の


